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１．18年３月中間期の業績（平成17年10月１日～平成18年３月31日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨表示）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

平成18年３月中間期 3,303 (0.5) 120 (△12.3) 147 (△2.0)

平成17年３月中間期 3,286 (△68.1) 137 (△71.8) 150 (△65.4)

平成17年９月期 6,381 (△66.0) 282 (△54.5) 299 (△42.1)

中間（当期）純利益
１株当たり中間
（当期）純利益

百万円 ％ 円 銭

平成18年３月中間期 53 (△35.9) 2,052 17

平成17年３月中間期 84 (△44.3) 3,237 95

平成17年９月期 △295  △11,339 77

（注）①期中平均株式数 平成18年３月中間期 26,312株 平成17年３月中間期 26,010株 平成17年９月期 26,100株

②会計処理の方法の変更 有

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）配当状況  

１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円 銭 円 銭

平成18年３月中間期 0 00 　　　　──────

平成17年３月中間期 0 00 　　　　──────

平成17年９月期 　　　　────── 3,000 00

(3）財政状態  

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

平成18年３月中間期 18,222 5,040 27.7 191,284 51

平成17年３月中間期 18,274 5,372 29.4 205,423 53

平成17年９月期 17,852 5,036 28.2 191,817 87

（注）期末発行済株式数 平成18年３月中間期  26,350株 平成17年３月中間期 26,152株 平成17年９月期 26,256株

２．18年９月期の業績予想（平成17年10月１日～平成18年９月30日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 6,345 259 88

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　 3,347円96銭

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成17年３月31日）
当中間会計期間末

（平成18年３月31日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１　現金及び預金   868,268   846,318   510,931  

２　売掛金   9,039   10,261   8,782  

３　たな卸資産   57,647   76,711   67,948  

４　その他   557,439   283,792   601,949  

５　貸倒引当金   △100   △600   △500  

流動資産合計   1,492,295 8.2  1,216,484 6.7  1,189,112 6.7

Ⅱ　固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１　建物 ※２  813,675   759,208   792,750  

２　土地 ※２  4,318,314   4,318,314   4,318,314  

３　その他   183,575   186,525   194,115  

有形固定資産合計   5,315,565 29.1  5,264,048 28.9  5,305,180 29.7

(2）無形固定資産   27,536 0.1  34,474 0.2  33,815 0.2

(3）投資その他の資産           

１　長期貸付金   9,316,624   11,017,311   9,316,624  

２　長期未収入金   1,437,702   407,302   1,733,842  

３　敷金及び保証金   107,872   110,477   109,058  

４　その他   576,573   579,481   578,971  

５　貸倒引当金   ―   △407,302   △413,800  

投資その他の資産
合計

  11,438,772 62.6  11,707,270 64.2  11,324,695 63.4

固定資産合計   16,781,874 91.8  17,005,793 93.3  16,663,692 93.3

資産合計   18,274,170 100.0  18,222,278 100.0  17,852,804 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年３月31日）
当中間会計期間末

（平成18年３月31日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成17年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１　買掛金   374,663   381,705   297,274  

２　短期借入金 ※2,3  4,152,000   3,477,900   4,789,900  

３　１年以内返済予定
長期借入金

※２  2,562,558   2,223,622   2,293,380  

４　未払金   331,602   476,958   382,541  

５　未払法人税等   23,000   69,000   40,000  

６　賞与引当金   153,400   222,200   183,900  

７　その他   661,305   1,851,815   1,047,707  

流動負債合計   8,258,530 45.2  8,703,201 47.7  9,034,703 50.6

Ⅱ　固定負債           

１　長期借入金 ※２  4,565,550   4,342,564   3,700,510  

２　役員退職慰労引当
金

  77,854   87,455   81,221  

３　子会社投資損失引
当金

  ―   48,710   ―  

固定負債合計   4,643,404 25.4  4,478,729 24.6  3,781,731 21.2

負債合計   12,901,934 70.6  13,181,931 72.3  12,816,434 71.8

（資本の部）           

Ⅰ　資本金   1,724,461 9.4  1,759,855 9.7  1,743,052 9.8

Ⅱ　資本剰余金           

資本準備金   1,805,794 9.9  1,841,188 10.1  1,824,385 10.2

Ⅲ　利益剰余金           

１　利益準備金   37,479   37,479   37,479  

２　任意積立金   1,530,000   1,330,000   1,530,000  

３　中間未処分利益   264,683   59,725   ―  

４　当期未処理損失   ―   ―   115,503  

利益剰余金合計   1,832,162 10.0  1,427,204 7.8  1,451,975 8.1

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

  9,816 0.1  12,098 0.1  16,956 0.1

資本合計   5,372,236 29.4  5,040,346 27.7  5,036,370 28.2

負債・資本合計   18,274,170 100.0  18,222,278 100.0  17,852,804 100.0
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成16年10月１日
至　平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   3,286,905 100.0  3,303,659 100.0  6,381,299 100.0

Ⅱ　売上原価   2,514,867 76.5  2,472,529 74.8  4,835,473 75.8

売上総利益   772,038 23.5  831,130 25.2  1,545,825 24.2

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  634,416 19.3  710,386 21.5  1,263,824 19.8

営業利益   137,622 4.2  120,744 3.7  282,001 4.4

Ⅳ　営業外収益 ※１  90,344 2.8  101,465 3.1  167,995 2.6

Ⅴ　営業外費用 ※２  77,635 2.4  74,929 2.3  150,502 2.3

経常利益   150,331 4.6  147,280 4.5  299,493 4.7

Ⅵ　特別利益 ※３  ― ―  19,926 0.6  283 0.0

Ⅶ　特別損失 ※４  5,643 0.2  60,043 1.8  776,938 12.2

税引前中間純利益   144,687 4.4  107,163 3.3  ― ―

税引前当期純損失   ― ―  ―   477,161 △7.5

法人税、住民税及
び事業税

 17,961   60,234   100,636   

法人税等調整額  42,506 60,468 1.8 △7,068 53,166 1.6 △281,829 △181,192 △2.8

中間純利益   84,219 2.6  53,996 1.7  ― ―

当期純損失   ― ―  ― ―  295,968 △4.7

前期繰越利益   180,464   5,728   180,464  

中間未処分利益   264,683   59,725   ―  

当期未処理損失   ―   ―   115,503  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成16年10月１日
至　平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

１　資産の評価基準及び評価

方法

 

(1）有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

(1）有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

(1）有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式

同左

 

 

 

②　その他有価証券

時価のあるもの

　中間決算期末日の市場価格

等に基づく時価法

　（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

②　その他有価証券

時価のあるもの

同左

②　その他有価証券

時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に

基づく時価法

　（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

 

 

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 

 

 

(2）たな卸資産

①　商品、加工品及び原材料

　移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

①　商品、加工品及び原材料

同左

(2）たな卸資産

①　商品、加工品及び原材料

同左

 

 

②　貯蔵品

　先入先出法による原価法

②　貯蔵品

同左

②　貯蔵品

同左

２　固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　主要な資産の耐用年数は、建物

は10～50年、工具器具備品は３

～10年であります。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。

　なお、取得価額10万円以上20万

円未満の資産については、３年間

で均等償却する方法を採用してお

ります。

(1）有形固定資産

同左

 

 

 

(1）有形固定資産

同左

 

 

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　ただし、ソフトウェア（自社利

用）については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

 

 

(3）長期前払費用

　定額法を採用しております。

(3）長期前払費用

同左

(3）長期前払費用

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年10月１日
至　平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

３　引当金の計上基準

 

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

 

 

(2）賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、

支給見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

 

 

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　なお、退職給付債務の計算結果、

年金資産の額が退職給付債務から

未認識の数理計算上の差異を減算

した額を超えているため、当該超

過額12,226千円を流動資産の「そ

の他」として計上しております。

　数理計算上の差異については、

翌期に全額を一括して費用処理し

ております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　なお、退職給付債務の計算結果、

年金資産の額が退職給付債務から

未認識の数理計算上の差異を減算

した額を超えているため、当該超

過額18,864千円を流動資産の「そ

の他」として計上しております。

　数理計算上の差異については、

翌期に全額を一括して費用処理し

ております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。

　なお、退職給付債務の計算結果、

年金資産の額が退職給付債務から

未認識の数理計算上の差異を減算

した額を超えているため、当該超

過額14,679千円を流動資産の「そ

の他」として計上しております。

　数理計算上の差異については、

翌期に全額を一括して費用処理し

ております。

（会計方針の変更）

　当事業年度より「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正」（企

業会計基準第３号　平成17年３

月16日）及び「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針

第７号　平成17年３月16日）が、

平成17年３月31日に終了する事業

年度に係る財務諸表から適用でき

ることになったことに伴い、当事

業年度から同会計基準及び同適用

指針を適用しております。これに

より営業利益、経常利益及び税引

前当期純損益等に与える影響はあ

りません。

 

 

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

 

 

(5）　　　──────

 

(5）子会社投資損失引当金

　子会社投資損失に備えるため、

子会社の財政負担を勘案し、損失

負担見込額を計上しております。

(5）　　　──────
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項目
前中間会計期間

（自　平成16年10月１日
至　平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

４　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方法

 

(1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例

処理を採用しております。

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 

 

 

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段：金利スワップ取

　　　　　　　引

　ヘッジ対象：借入金の利息

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 

 

 

(3）ヘッジ方針

　金利の変動による大きな損失を

回避する目的で金利スワップ取引

を利用しております。ヘッジ対象

の識別を取引単位で行う方法（個

別ヘッジ）によっております。

(3）ヘッジ方針

同左

(3）ヘッジ方針

同左

 

 

(4）ヘッジの有効性評価の方法

　特例処理の要件の判定をもって

有効性の判定に代えております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

(4）ヘッジの有効性評価の方法

同左

 

 

(5）その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

　金利スワップの実行・管理は、

資金担当部門にて行っており、取

引に関する管理規定は特に設けて

おりませんが、取引は全て事前に

取締役会にて充分な検討のうえ決

議後、実施することとしておりま

す。

(5）その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

(5）その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

６　その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

　なお、仮払消費税及び仮受消費

税は相殺のうえ、流動資産の「そ

の他」として表示しております。

(1）消費税等の会計処理

同左

 

(1）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更

前中間会計期間
（自　平成16年10月１日
至　平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日）

　「長期貸付金」は、当中間会計期間から重要性が増した

ため、区分掲記しております。

　なお、前中間会計期間の投資その他の資産の「その他」

に含めておりました「長期貸付金」の金額は165,370千円

であります。

──────

 

追加情報

前中間会計期間
（自　平成16年10月１日
至　平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

（外形標準課税）

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以降に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（企業会計

基準委員会（平成16年２月13日））に基づき、

法人事業税の付加価値割及び資本割の合計額

5,094千円を販売費及び一般管理費として計上

しております。

──────

 

（外形標準課税）

　「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以降に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（企業会計基準

委員会（平成16年２月13日））に基づき、法

人事業税の付加価値割及び資本割の合計額

11,073千円を販売費及び一般管理費として計

上しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成17年３月31日）

当中間会計期間末
（平成18年３月31日）

前事業年度末
（平成17年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,251,117千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,297,335千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

1,294,886千円

※２　担保に供している資産及びこれに対応

する債務は、次のとおりであります。

（担保に供している資産）

※２　担保に供している資産及びこれに対応

する債務は、次のとおりであります。

（担保に供している資産）

※２　担保に供している資産及びこれに対応

する債務は、次のとおりであります。

（担保に供している資産）

建物 805,914千円

土地 4,192,336

計 4,998,251

建物 630,842千円

土地 4,192,336

計 4,823,179

建物 662,559千円

土地 4,192,336

計 4,854,896

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） （上記に対応する債務）

短期借入金 1,404,062千円

１年以内返済予定

長期借入金
1,739,948

長期借入金 3,649,760

計 6,793,770

短期借入金 1,466,910千円

１年以内返済予定

長期借入金
1,628,850

長期借入金 3,124,250

計 6,220,010

短期借入金 1,698,300千円

１年以内返済予定

長期借入金
1,679,470

長期借入金 2,943,900

計 6,321,670

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行12行と当座貸越契約を締

結しております。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入金未実行残高は次の

とおりであります。

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行12行と当座貸越契約を締

結しております。この契約に基づく当中

間会計期間末の借入金未実行残高は次の

とおりであります。

※３　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行13行と当座貸越契約を締

結しております。この契約に基づく当事

業年度末の借入金未実行残高は次のとお

りであります。

当座貸越極度額 5,150,000千円

借入実行残高 3,700,000

差引額 1,450,000

当座貸越極度額 5,250,000千円

借入実行残高 3,300,000

差引額 1,950,000

当座貸越極度額 5,350,000千円

借入実行残高 4,400,000

差引額 950,000

４　偶発債務

　下記の会社の金融機関等からの借入に

対し、債務保証を行っております。

UMENOHANA USA INC.

91,298千円

４　　　　　　──────

 

 

 

４　　　　　　──────
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成16年10月１日
至　平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息 65,305千円

受取手数料 14,899

受取利息 75,566千円

受取手数料 15,420

受取利息 129,809千円

受取手数料 19,259

※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目

支払利息 61,191千円 支払利息 58,433千円 支払利息 122,366千円

※３　　　　　　────── ※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目

  車両売却益 845千円

役員退職慰労引当金

戻入
1,417

過年度損益修正益 17,663

　計 19,926

車両売却益 283千円

※４　特別損失の主要項目

固定資産除売却損

※４　特別損失の主要項目

固定資産除売却損

※４　特別損失の主要項目

固定資産除売却損

工具器具備品除却損 5,493千円

除却費用 150

計 5,643

建物除却損 6,827千円

工具器具備品除却損 480

除却費用 3,311

計 10,618

工具器具備品除却損 5,493千円

除却費用 150

計 5,643

５　減価償却実施額 ５　減価償却実施額 ５　減価償却実施額

有形固定資産 51,587千円

無形固定資産 2,520

有形固定資産 52,353千円

無形固定資産 3,010

有形固定資産 108,066千円

無形固定資産 5,615
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①　リース取引

　当社は、証券取引法第27条の30の６の規程に基づき電子開示手続を行っておりますので、記載を省略しております。

②　有価証券

前中間会計期間末（平成17年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当中間会計期間末（平成18年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度末（平成17年９月30日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成16年10月１日
至　平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日）

前事業年度
（自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日）

１株当たり純資産額 205,423円53銭

１株当たり中間純利

益金額
3,237円95銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

3,223円20銭

１株当たり純資産額 191,284円51銭

１株当たり中間純利

益金額
2,052円17銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存

在しないため、記載しておりません。

１株当たり純資産額 191,817円87銭

１株当たり当期純損

失金額
11,339円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式は存

在するものの、１株当たり当期純損失

であるため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成16年10月１日
至　平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成17年10月１日
至　平成18年３月31日)

前事業年度
(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

１株当たり中間純利益金額又は１株当た

り当期純損失金額
   

中間純利益又は当期純損失（△）（千

円）
84,219 53,996 △295,968

普通株主に帰属しない金額 ― ― ―

（うち利益処分による役員賞与）  (―)  (―) (―)

普通株式に係る中間（当期）純利益

又は中間（当期）純損失（千円）
84,219 53,996 △295,968

普通株式の期中平均株式数（株） 26,010 26,312 26,100

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額
   

中間（当期）純利益調整額 ― ― ―

普通株式増加数（株） 119 ― ―

（うち新株引受権（株）） (119) (―) (―)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要

────── ────── 平成12年12月22日定時

株主総会決議新株予約

権(ストックオプショ

ン)株式の数226株
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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